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第３　業務運営の改善及び効率化に関する事項


１　業務運営の改善


自律的な業務運営


・理事長のマネジメントのもと、業務の実施状況を点検･分析し、必要に応じ機動的に見直すなど、自律的・効果的な業務運営を行うこと。


効果的な人員配置


　　・組織の自立性、業務の専門性が高められるよう人員配置を行うこと。


事務処理の効率化


　　・意思決定や事務処理の簡素化･合理化を行うこと。


研究体制の強化


　　 ・運営費交付金(人件費総額)を固定するという考え方のもと、弾力的な人員配置を行い、研究体制の強化を図ること。


２　組織運営の改善


優秀な人材の確保


　　・計画的、機動的に人材確保を行うこと。


人材の育成


研修制度の確立


・職員が習得すべき能力について、計画的な研修制度を確立すること。


人事評価制度の確立


・職員の職務能力及び勤務意欲の向上を促すため、業績を的確かつ客観的に評価できる人事評価制度を確立すること。


職員へのインセンティブ


・職場、職員の士気を高め、組織を活性化するため、職員へのインセンティブを制度化すること。





第４　財務内容の改善に関する事項


　　・経費の執行状況を絶えず点検するとともに、コスト意識の醸成により、経費を効率的に執行すること。





第２　府民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項


１　技術支援の実施及び情報発信


・専門家集団として、技術力の発揮、資源の有効活用により、技術支援を行うこと。


・知見などの情報を積極的かつ分かりやすく発信すること。


事業者に対する技術支援


・相談・指導、依頼試験の実施等により、事業者の技術開発の支援を迅速かつ的確に行うこと。


（２）行政に対する技術支援


①行政課題への対応


・「環境の保全・再生・創造」、「安全で豊かな食や地域特性に応じた農林水産業の振興・活性化」に向けた取組に対し、迅速かつ的確に技術支援を行うこと。


・国や府が実施する国際協力事業への参画等を通じて一層の社会貢献に努めること。


②緊急時への対応


・災害及び事故時において、府へ必要な支援を迅速かつ的確に行うこと。


（３）情報発信


・集積した知見などの情報は、府民や事業者に分かりやすく伝えること。


２　技術支援の質的向上


（１）技術的ニーズのきめ細かな把握


・技術的ニーズとその動向を的確に把握し、業務に反映させること。


（２）幅広い知見の集積


・多様な技術的ニーズに応えるため、幅広い知見を集積すること。


（３）質の高い調査及び試験研究の実施


①調査研究の推進


・必要な知見を集積するため、調査研究を実施すること。


・選択と集中の観点から、技術的ニーズの高い分野について、重点的に調査研究を実施すること。


・農業の六次産業化等、新たなニーズで重要性・緊急性の高いものは、体制整備など新たな取組を行うこと。


②調査研究資金の確保


・府の協力のもと外部研究資金等調査研究に必要な資金の確保に努めること。


③調査研究の評価


・技術的ニーズに対する適合性、計画等の妥当性など調査研究の評価を行うこと。


（４）連携による業務の質の向上


・事業者、大学、他の試験研究機関、府等との連携し、課題解決や成果普及に共同で取り組み、業務の質の向上に取り組むこと。


（５）知的財産権の取得・活用


・研究所が得た新たな知見、技術などのうち技術支援に不可欠なものは、知的財産権を取得し、その権利を保護するとともに、技術支援に積極的に活用すること。


３　地域社会における先導的役割の発揮


・先進的な技術開発、行政への施策の提案などにより、地域社会を先導する役割を担えるよう努めること。








第５　その他の業務運営に関する重要事項


１　法令の遵守


　　・中立性及び公平性を確保すること。


２　施設及び設備機器の整備


　　・施設及び設備機器を良好かつ安全な状態で保持し、計画的に整備を進めること。


３　資源の活用


　　・研究所が有する技術・ノウハウやフィールド・施設などの資源は、有効に活用すること。


４　適正な料金設定


　　・手数料や利用料金は、受益者負担を前提に適正に設定すること。


５　労働安全衛生管理


６　個人情報保護及び情報公開


７　環境に配慮した業務運営





第１　中期目標の期間


・平成24年４月１日から平成28年３月31日までの４年間とする。





（前文）現研究所の使命を継承し、法人自らの判断で自律的、弾力的な業務運営を行い、迅速かつ的確に対応することで、より高い事業成果を挙げ、府民サービスの向上を目指す。





地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所　中期目標（案）の概要について








